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熊本県告示第２２０号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規 
定により次のように保安林の指定施業要件を変更する旨農林水産大臣から通知を受けたの
で、同法第３３条の３において準用する同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２２年３月２日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 保安林の所在場所 熊本県球磨郡水上村（国有林。次の図に示す部分に限る。）、球 
 磨郡水上村（次の図に示す部分に限る。） 
２ 指定の目的 水源のかん養 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    水上村（次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県球磨地域振興局並びに水上村役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第２２１号 
 熊本県税口座振替手数料交付要領を次のように定める。 
  平成２２年３月２日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県税口座振替手数料交付要領 
 熊本県税口座振替手数料交付要領（昭和５０年熊本県告示第６１６号）の全部を改正す
る。 
１ 目的 

第１１８８６号 

平成 22 年 3 月 2 日(火)

（毎週 火･金発行） 

 告  示 
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県税の納付又は納入の利便性の向上を図るため、口座振替を行った金融機関に対し、
この要領により口座振替手数料を交付するものとする。 

２ 適用税目 
この要領は、県税のうち、法人の県民税、法人の事業税、個人の事業税及び自動車税

に係る口座振替について適用する。 
３ 交付対象機関 
  交付対象機関は、次のとおりとする。 
  (1) 指定金融機関 
  (2) 収納代理金融機関（郵便貯金銀行を除く。） 
４ 手数料 
  手数料は、次に掲げるところにより予算の範囲内で交付する。 
  (1) 交付基準 
  ア 地域振興局長、熊本県税事務所長及び自動車税事務所長（以下「局長等」という。」）

が口座振替を依頼した県税については、金融機関が指定された日までに口座振替を
行った件数に当該振替に係る領収証の郵送に係る郵便料金（郵便法（昭和２２年法
律第１６５号）第６７条第２項第３号に規定する定形郵便物の料金。イにおいて同
じ。）を乗じて得た金額 

  イ 納税貯蓄組合の組合員が納税貯蓄組合法（昭和２６年法律第１４５号）第６条第
１項の規定により納付を委託した県税については、金融機関が納期内に口座振替を
行った件数に当該口座振替に係る領収証の郵送に係る郵便料金を乗じて得た金額 

  (2) 口座振替を行った件数の算定期間及び交付時期 
    毎年４月１日から翌年３月３１日までに収入調定をした県税に係る口座振替を行

った件数について、同年１０月に交付する。 
５ 交付手続き等 
  (1) 局長等は、口座振替手数料算定調書（別記第１号様式）により口座振替手数料の

交付額を算定し、総務部税務課長へ毎年９月末日までに報告しなければならない。 
  (2) 総務部税務課長は、口座振替手数料算定調書の報告により、口座振替手数料の交

付額を決定し、口座振替手数料交付通知書（別記第２号様式）に、口座振替手数料
交付内訳書（別記第３号様式）を添付して各金融機関に口座振替手数料の交付額を
通知し、及び交付するものとする。この場合において、県内に本店又は本所を有す
る金融機関については各支店（支所）交付分も含め本店（本所）に一括して、県外
に本店（本所）を有する金融機関については支店（支所）毎に通知し、及び交付す
るものとする。 

 
 
別記第１号様式

熊本県　　地域振興局

熊本県　　　　事務所

手数料交付金

件数 税　額（円） 件数 税　額（円） 件数 税　額（円） 奨励金交付金

計

計

計

計

計

整
理
番
号

金融機関名

振替依頼日内に振替済
の県税　　　　　　Ｂ

Ｂ／Ａ（％）
税目

本期間中に振替依頼し
た県税　　　　　　Ａ

　　年度　　口座振替手数料　算 定 調 書
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別記第２号様式

　　税第　　　号

　年　　月　　日

所 在 地

金 融 機 関 名 様

代 表 者

　　　熊本県総務部税務課長　　印

年度分の口座振替手数料を下記のとおり交付します。

記

１交 付 額 　　　　　　　　　円

２交 付 年 月 日 　　年　　月　　日

３交 付 方 法 口座振替

口座振替手数料交付通知書
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別記第３号様式

金融機関名　　　　　　　　　　　　　　

番号 支店・支所 交　付　額 番号 支店・支所 交　付　額

口座振替手数料交付内訳書

 
   附 則 
 この要領は、平成２１年度分の県税の調定に係る分から適用する。 

 
 
熊本県告示第２２２号 
 熊本県口座振替促進奨励金交付要項の一部を改正する要項を次のように定める。 
  平成２２年３月２日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県口座振替促進奨励金交付要項の一部を改正する要項 
 熊本県口座振替促進奨励金交付要項（平成６年熊本県告示第４８５号）の一部を次のよ
うに改正する。 
 ３中「ア 指定金融機関」を「(１) 指定金融機関」に、「イ 収納代理金融機関」を
「(２) 収納代理金融機関（郵便貯金銀行を除く。）」に改める。 
 ４の(２)中「毎年度末日までに口座振替依頼をした件数（累計）」を「毎年４月１日か
ら翌年３月３１日までに収入調定した県税の口座振替依頼件数」に、「翌年度」を「同年」
に改める。 
 ５を次のように改める。 

(１) 各地域振興局長、熊本県税事務所長及び自動車税事務所長は、口座振替促進奨励
金算定調書（別記第１号様式）により口座振替奨励金の交付額を算定し、総務部税
務課長へ毎年９月末日までに報告しなければならない。 
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(２) 総務部税務課長は、口座振替促進奨励金算定調書の報告により、口座振替促進奨
励金の交付額を決定し、口座振替促進奨励金交付通知書（別記第２号様式）に、口
座振替促進奨励金交付内訳書（別記第３号様式）を添付して各金融機関に口座振替
奨励金の交付額を通知し、及び交付するものとする。この場合において、県内に本
店又は本所を有する金融機関については各支店（支所）交付分も含め本店（本所）
に一括して、県外に本店（本所）を有する金融機関については支店（支所）毎に通
知し、及び交付するものとする。 

   附 則 
 この要項は、平成２１年度分の県税の調定に係る分から適用し、平成２０年度分までの
県税の調定に係る分については、なお従前の例による。 

 
 
熊本県告示第２２３号 
 次の森林を保安林予定森林にするので、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条 
の２の規定により告示する。 
  平成２２年３月２日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県天草市天草町高浜南字牧ノ平１８２２番２、１８ 
 ２３番、１８２５番、１８２６番、１８２８番、１８２９番、１８５４番２、１８５６ 
 番、１８５８番、１８６０番から１８６２番まで、１８６３番１、１８６３番３、１８ 
 ６８番２、１８７０番 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字牧ノ平１８２５番・１８２６番・１８５６番・１８５８番・１８６０番から１ 
   ８６２番まで・１８６３番１・１８６３番３（以上９筆について次の図に示す部分 
   に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県天草地域振興局並びに天草市役所に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第２２４号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２２年３月２日から６０日間、熊本県土木部道路保全課において
一般の縦覧に供する。 
  平成２２年３月２日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 
道路の種類 路 線 名   供 用 を 開 始 す る 区 間  延  長 

(メートル) 
備 考

一般県道 小鶴原女木

線 
球磨郡五木村乙字中村 
          １６４６番２地先から 
同所 
          １６４６番２地先まで 

    59.7 単道改

（改築

による

拡幅）
２ 供用を開始する期日 平成２２年３月２日 

 
 
熊本県告示第２２５号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２２年３月２日から６０日間、熊本県土木部道路保全課において
一般の縦覧に供する。 
  平成２２年３月２日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 
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道路の種類 路 線 名   供 用 を 開 始 す る 区 間  延  長 

(メートル) 

備 考

一般県道 田代御船線 上益城郡御船町大字上野字松ノ下 

          １５７８番１地先から 

同所 

          １５８５番２地先まで 

    99.2 やさ道

交１地

（改築

による

拡幅）
２ 供用を開始する期日 平成２２年３月２日 
 
 
 
 
 
熊本県公告第９３号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２２年３月２日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

合志市須屋字みずき台３７３４番及び同３７３５番２ 
１，７０８．２５平方メートル 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
合志市御代志８６８番地 
上林工業株式会社 

 
 
熊本県公告第９４号 
 次の宅地建物取引業者については、その事務所の所在地を確知できないので、宅地建物
取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第６７条第１項の規定により公告する。 
 なお、この公告の日から３０日を経過しても申出がないときは、宅地建物取引業法第６
７条第１項の規定により当該宅地建物取引業者の免許を取り消すものとする。 
  平成２２年３月２日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
    宅地建物取引業者 
    名   称      ファーストホーム・プロジェクト 
    代表者氏名      平山 利行 

主たる事務所の所在地   菊池市西迫間２８６ 
免許証番号      熊本県知事（４）第３６５１号 
免許年月日      平成５年１１月２２日 

 
 
熊本県公告第９５号 
 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定による届出があ
ったので、同条第３項の規定により、次のとおりその概要を公告し、当該届出及び添付書
類を縦覧に供する。 
  平成２２年３月２日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 大規模小売店舗の名称及び所在地                                        
  ロッキー人吉店 
  人吉市瓦屋町字典子１７１３－１ほか 
２ 大規模小売店舗を設置する者及び当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名 
  又は名称及び住所並びに代表者の氏名 
  (１) 設置する者 

名称及び代表者氏名 住 所 

株式会社タケシタチェーン 

代表取締役 竹下慎一 

熊本市水前寺三丁目８－１ 

  (２) 小売業を行う者 

名称及び代表者氏名 住 所 

株式会社ロッキー 

代表取締役 竹下光伸 

鹿本郡植木町大字植木１３３番の１ 

３ 大規模小売店舗の新設をする日 
  平成２２年１０月１７日 

 公  告 



 平成 22 年 3 月 2日 火曜     熊 本 県 公 報          第１１８８６号 7 

４ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 
  ２，４５０平方メートル 
５ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 
 (１) 駐車場の位置及び収容台数 
    第１駐車場 建物西・南側 ４９台 
     第２駐車場 建物南側   ３０台 
     第３駐車場 建物北側   ３２台   計 １１１台 
 (２) 駐輪場の位置及び収容台数 
        建物西側 ２２台 
  (３) 荷さばき施設の位置及び面積 
    建物北側 ６３平方メートル 
 (４) 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 
    建物北側 １５立方メートル 
６ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 
 (１) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 
    午前８時から午後１０時まで 
 (２) 来客が駐車場を利用することができる時間帯 
    第１駐車場 午前７時３０分から午後１０時３０分まで 
     第２駐車場 午前８時００分から午後８時００分まで 
     第３駐車場 午前８時００分から午後８時００分まで 
 (３) 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 
    第１駐車場 建物敷地西側 ２箇所 
     第２駐車場 敷地西側   １箇所 
     第３駐車場 敷地西側   １箇所  計 ４箇所 
 (４) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 
        午前６時から午後６時まで 
７ 届出年月日 
    平成２２年２月１６日 
８ 届出の縦覧場所及び縦覧期間 
  熊本県商工観光労働部商工政策課及び球磨地域振興局総務振興課 
  平成２２年３月２日から平成２２年７月２日まで 

 
 
熊本県公告第９６号 
  県営東西屋敷地区土地改良事業（区画整理）施行に係る換地処分を行った。 
    平成２２年３月２日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 

 
 
熊本県公告第９７号 
  県営上益城中央二期地区（中横田工区）土地改良事業（区画整理）施行に係る換地処分
を行った。 
    平成２２年３月２日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 

 
 
熊本県公告第９８号 
  大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２項の規定により平成２１
年８月２８日に行われた届出に対し、同法第８条第１項の規定により天草市から意見書の
提出があったので、同条第３項の規定により次のとおりその概要を公告し、当該意見書を
縦覧に供する。 
  平成２２年３月２日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 

スーパーセンターＴＡＩＹＯ本渡店 
天草市丸尾町８０番ほか 

２ 市町村意見の概要 
   深夜の騒音等迷惑行為や照度障害の防止並びに周辺地域の夜間の風紀保持のための

措置を講じられたい。 
３ 上記意見を提出する理由 
   当該店舗の近隣に民家及び公立高校等学校が存在するとともに、夜間を通じて集客

が予想されることから、周辺地域の風紀悪化が懸念されるため。 
４ 意見書の縦覧場所及び縦覧期間 
  熊本県商工観光労働部商工政策課及び天草地域振興局総務振興課 
    平成２２年３月２日から平成２２年４月２日まで 
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熊本県公告第９９号 
 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条において準用する同法第５４条第３
項の規定に基づき、南谷地区土地改良事業共同施行施行委員長宮崎法大から南谷地区の換
地処分をした旨の届出があった。 
    平成２２年３月２日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 

 
 
熊本県公告第１００号 
 次のとおり一般競争入札に付する。 
  平成２２年３月２日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 競争入札に付する事項 

(１) 委託業務の名称 
 平成２２年度電子計算機用税務データ入力業務 

(２) 委託業務の内容 
 入札説明書及び仕様書のとおり 

(３) 委託期間 
 平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで 

(４) 入札方法 
ア 入札金額は、データ１件当たりの単価とし、小数点第２位まで記載すること。ま

た、当該単価には、消費税及び地方消費税相当額を含まないものとする。 
イ 入札説明書及び仕様書に特段の定めがない事項については、熊本県競争入札心得

（昭和３９年熊本県告示第４２０号）の規定を準用する。 
ウ 入札書は、入札説明書に示す様式により作成すること。 

２ 入札に参加できる者 
  次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 

(１) 物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱
（平成１８年熊本県告示第５２１号）第５条第１項の規定による審査のうえ、入札
参加資格者として要綱第６条の入札参加者名簿の営業種目情報処理業務に登録され
た者であること。 

   なお、入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、３に掲
げるところにより、要綱第５条第１項の規定による審査を受け、入札参加資格を得
ること。 

(２) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立てを行っ
た者又は申立てをされた者にあっては、当該申立てに係る更正計画認可決定を受け
ていること。 

(３) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っ
た者又は申立てをされた者にあっては、当該申立てに係る再生計画認可決定を受け
ていること。 

(４) ６の（３）の時点において、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停
止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）による指名停止期間中でない
こと。 

(５) 平成２２年２月２８日現在において、委託業務と同種の営業を２年以上営んでい
ること。 

(６) 電子計算機用データ入力に係る機械及び設備を備えていること。 
(７) 受注及び納品について、次の要件を満たすこと。 

ア 熊本県の休日を定める条例（平成元年熊本県条例第１０号）に規定する休日以外
の日に、１日２回（午前１１時及び午後４時）、５に記載の場所において、受注及
び納品をすることができること。 

イ アの日時以外でも県が業務執行上必要と判断する場合においては、県の求めに応
じて、随時に５に記載の場所において、受注又は納品をすることができること。 

３  入札参加資格を得るための申請方法等 
  (１)  申請の方法 
        ２に掲げる入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、要 
   綱第３条第１項に定める入札参加資格審査申請書（本競争入札参加のための申請で 
   ある旨を明示すること。）に必要書類を添付し、３の（２）の場所へ持参又は郵送 
   （書留郵便に限る。）により提出すること。 
  (２)  入札参加資格審査申請書の入手先及び提出先並びに申請に関する問い合わせ先 
      熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
      郵便番号 ８６２－８５７０  熊本県熊本市水前寺六丁目１８番１号 
      電話番号 ０９６－３３３－２５８１ 
  (３)  入札参加資格審査申請書の受付期間 
        平成２２年３月２日（火）から平成２２年３月８日（月）までの日（閉庁日を除 
   く。）の午前８時３０分から午後５時までとする。 
        ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、資 
   格審査が入札に間に合わないことがある。 
４  競争入札参加資格確認申請書の提出 
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  本競争入札に参加を希望する者は、次により競争入札参加資格確認申請書を提出し、 
 競争入札参加資格の有無について確認を受けなければならない。 
 (１)  提出期間 
    平成２２年３月２日（火）から平成２２年３月１１日（木）までの日（閉庁日を 
   を除く。）の午前８時３０分から午後５時３０分までとする。 
  (２) 提出場所 
    ５に記載のとおり 
 (３) 提出方法 
    ５に記載の場所に持参又は郵送（書留郵便に限る。）により提出すること。 
 (４) 入札参加資格確認結果の通知 
    競争入札参加資格確認の結果は、資格確認結果通知書により通知する。 
５ 契約条項を示す場所 
  熊本県総務部税務課管理班（県庁行政棟本館３階） 
    郵便番号 ８６２－８５７０  熊本県熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    電話番号 ０９６－３３３－２１０１ 
６ 入札手続等 
 (１) 入札に関する事務を担当する部局の名称 
    ５に記載のとおり 
 (２) 入札説明書及び仕様書の交付期間及び場所 
  ア 交付期間 
    平成２２年３月２日（火）から平成２２年３月１６日（火）までの日（閉庁日を 
   を除く。）の午前８時３０分から午後５時３０分までとする。 
  イ 交付場所 
    ５に記載のとおり 
 (３) 入札及び開札の日時 
    平成２２年３月１７日（水） 午後１時３０分から 
 (４) 入札及び開札の場所 
    熊本県熊本市水前寺六丁目１８番１号  
        熊本県庁行政棟本館６階６０１会議室 
 (５) 入札書の提出方法 
    （４）に記載の場所に持参するものとする。ただし、持参できないときは、５に 
   記載の場所に平成２２年３月１６日（火）午後５時３０分までに必着するよう郵送 
   （書留郵便に限る。）すること。 
７ その他 
 (１) 入札及び契約手続等において使用する言語及び通貨 
    日本語及び日本国通貨とする。 
 (２) 入札保証金 
    免除する。 
 (３) 無効の入札 
    次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 
  ア 入札に参加する資格を有しない者のした入札 
  イ 委任状を提出しない代理人のした入札 
  ウ 所定の入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付又は提供しない者のした入 
   札 
  エ 記名押印を欠く入札 
  オ 金額を訂正した入札 
  カ 誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札 
  キ 明らかに連合によると認められる入札 
  ク 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入 
   札 
  ケ ２以上の意思表示をした入札 
  コ 民法（明治２９年法律第８９号）第９５条に基づく錯誤による入札であると入札 
   執行者が認めた場合の入札 
  サ その他入札に関する条件に違反した入札 
 (４) 落札者の決定の方法 

有効な入札書を提出した者で、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込
みをしたものを落札者とする。ただし、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６
号）第１６７条の１０第１項の規定により、低入札価格について一定の基準を設け
ているので、その基準を下回った価格で入札を行った者は、最低の価格をもって申
込みをした者であっても必ずしも落札者とならない場合がある。 

 (５) 最低制限価格 
    無 
 (６) 契約の締結 
  ア 契約書作成の要否 
    要 
   イ  契約の締結期限 
    落札者決定の日から１４日以内とする。 
  ウ 落札者からの契約締結の申出期限 
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    落札者決定の日から７日以内とする。 
 (７) 契約保証金 
    契約しようとする者は、契約担当者が指定する日時までに、入札金額に仕様書に 
   記載する予定件数を乗じて得た額に消費税及び地方消費税に相当する額を加算した 
   額の１００分の１０以上の金額を納付すること。ただし、次のア又はイのいずれか 
   に該当するときは、契約保証金の納付が免除される。 
  ア 契約しようとする者が、契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を被 
   保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を 
   提出したとき。 
  イ 契約しようとする者が、過去２年の間に国又は地方公共団体とこの入札に付する 
   事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、かつ、こ 
   れらをすべて誠実に履行したことを証する書面を提出したとき（その者が、契約を 
   履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。）。 
 (８) その他詳細は、入札説明書による。 
 
 
 
 
 
熊本県病院局告示第２号 
  平成２２年１月２９日熊本県病院局告示第１号（口頭による開示請求をすることができ
る個人情報）を次のように改正したので、熊本県病院事業管理者が取り扱う個人情報の保
護等に関する規程（平成２０年熊本県病院局管理規程第１６号）の規定により告示する。 
    平成２２年３月２日 
                                      熊本県病院事業管理者 若 本  隆 治 
  表中熊本県病院局非常勤職員採用試験（作業療法補助員）の項の次に次のように加える。 

熊本県病院局非常勤職

員採用試験（経理業務

等補助員） 

受験者に対して総合得点及び

総合順位 

合格発表の日

から１月 

病院局総務経

営課 

 

 登載依頼 


